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評価の概要

１



社会情勢に応じて複雑化・多様化する犯罪形態に的確に対応するための知識や技能を習得し、先端

犯罪等に対処するための捜査・公判能力の向上及び迅速かつ適切な捜査処理を行うため、検察庁職員

全体でデジタル・フォレンジック（ＤＦ）に関する知識や技術を向上させる必要があることから、デ

ジタル・フォレンジック（ＤＦ）研修を実施。

○ 全国の検察庁から参加者を募り、習得が求められる知識・技能の専門性別に各種職員研修を実施
している。

○ 専門部署の職員を講師として、座学だけではなく、実機を用いた研修を行い、研修後には理解度
を測る確認テスト、研修に対するアンケートを実施している。

→ 一方、今後の研修実施に向けては次のような課題が明らかになりつつある。

4

課題①
研修内容の充実化

課題②
ＤＦ研修以外の方策

の追求

課題③
研修成果の維持・向

上

• 研修効果をより一層高めるため、研修員のレベルに応じた研修を実施することが必要

• ＩＣＴの進展などの社会情勢に応じ、ＤＦ技術も常に強化・アップデートしていくこ

とが必要

• 人的・物的資源の制約の中で、検察庁におけるＤＦ人材の裾野を拡大していくことが

必要

• 人事異動等によりＤＦ業務から離れた研修修了者に対するフォローアップが必要

• 最新のＤＦ技術に関する情報を継続的に提供することが必要
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検察権行使を支える事務の適正な運営
～捜査・公判能力の向上～

２



ー 捜査・公判能力の向上に係る取組の背景

近年、多くの犯罪においてＩＣＴが利用され、また、犯罪のボーダレス化等に伴い、複雑化・多様化する

犯罪形態に的確な対応が求められるようになっている。
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複雑化・多様化する犯罪形態

①特殊詐欺の増加

特殊詐欺の検挙件数は、近年、概ね増加傾向が続く

出典：警察庁「特殊詐欺認知・検挙状況等について」

ＩＣＴの普及に伴い、スマートフォン端末等の電
子機器に人の行動が記録され、全てのデータを調べ
ることが不可欠。
→デジタル証拠の解析等専門的技能の向上が必要。

②サイバー犯罪や国際的規模の事案、
先端知識・技術を悪用した事案

・企業をランサムウェアで攻撃し身代金を要求
・海外のペーパーカンパニーを悪用
・暗号資産に関連する事案 など

捜査・公判に係る先端犯罪等への対応

検察庁では、令和３年４月に先端犯罪検察
ユニット（ＪＰＥＣ）を立ち上げ、全国の
検察官に対して有益情報の収集・管理・提
供、捜査・公判支援を実施

ＪＰＥＣとＤＦセンターの業務の概要

デジタル証拠の重要性

（年度）

Ｄ
Ｆ
知
識

向
上
の
必
要
性



ー 捜査・公判能力の向上に係る取組の背景
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デジタルフォレンジック＝電子鑑識

デジタルフォレンジック（ＤＦ）とは、押収したデジタル機器内に保存されているデジタルデータを

適正な手続により、保存されたデータと全く同じ状態で抽出し（保全）、その抽出したデータの中か

ら犯罪立証のための客観的証拠を見付ける（解析）ための手法、技能。

デジタルフォレンジックのイメージ



ー デジタル・フォレンジック研修の取組のロジックモデル
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インパクト

研修の実施

実施回数 満足度
※アンケート

理解度
※テスト

知識や技能の
実践による

能力の定着・向上

先端犯罪等に
対処するための
捜査・公判活動の
充実・強化

受講者数

迅速・適正な
捜査処理が
行われる

フォローアップ 知識・技能の
定着、補完

情報の閲覧

研修課程の
見直し

理解度の
促進・向上

組織内への普及
・ＯＪＴ
・研修内容の共有
・組織の底上げ

関係者間の
振り返り 研修の質の向上

デジタル・フォレンジック研修の取組のロジックモデルは以下のとおり。

研修の合理化

知識・技能の
更新

知
識
や
技
能
の
習
得

検察権行使による
安全・安心な社会

の実現

最終アウトカム初期アウトカムアウトプット
アクティビ
ティ

インプット

予算

研修講師
外部講師

研修用機材

研修会場

研修用教材
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職員研修の実施状況

３
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ー 職員研修の目的と取組

検察権行使を支える事務を適正に運営することにより、検察活動が社会情勢の変化に即
応して有効適切に行われ、ひいては、国民の安全・安心な社会を実現

目的

社会情勢に応じて複雑化･多様化する犯罪形態に的確に対応するための知識や技能を習得

デジタル・フォレンジック（ＤＦ）研修の実施

・ＤＦ研修（中級編）の実施 ・ＤＦ研修（上級編）の実施
※参考 ＤＦ（実務編）の実施

ＩＣＴの進展に対応した証拠保全・解析技能を習得させる研修の実施活動

活動
目標

期間
中の
取組

検察権行使による安全・安心な社会を実現のためには、ＩＣＴの進展、犯罪のボーダレス化など

の社会情勢を反映した各種犯罪に対応する必要がある。



11

ー 職員研修の研修体系
刑事局で実施しているＤＦ研修は、中級編・上級編で構成され、基礎的な技能から段階的な能力向上を図っていることに加え、

実践的な技能を習得することを目的とした実務編も実施している。

また、令和５年度から中級編の研修受講人数を増やすとともに、各研修の位置付けを見直した。具体的には、中級編において基

礎的な知識及び技能を習得した後、実務編においては実践的な技能を習得し、さらに、より高度化した上級編を受講することに

よって、高度で実践的な知識や技能を確実に定着できるような体系とした。

さらに、研修修了者をエキスパートとして認定し、認定された者は検察庁におけるＤＦに関する相談を受け、助言等を行ってい

る。

中級編 上級編

研修の目的

ＤＦに関する基礎的知識を理解させ
るとともに、電磁的記録証拠の収集、
保全及び解析を適切に行うための基
礎的技能を習得させ、ＤＦを活用し
た捜査能力を養成させる。

ＤＦに関するより高度な知識を理解
させるとともに、電磁的記録に係る
証拠の収集、保全及び解析を適切に
行うためのより高度な技能を習得さ
せ、ＤＦを活用した捜査・公判能力
を向上させる。

研修対象者

電磁的記録証拠の収集、保全及び解
析の捜査に現に従事している検察事
務官等で、原則として、４５歳以下
の者

ＤＦ捜査に現に従事している検察事
務官等で、次の⑴又は⑵のいずれか
に該当する者。

⑴ 令和５年度以降のDF研修（実務編）修了者
⑵ DF研修（中級編）修了者のうち、DF捜査に
携わる部署において通算１年以上業務に従事
しており、DFの基礎的な知識や技術を活用で
きる者

研修日程 ５日間 ５日間

研修人数
９０名（３０名×３回）
※R5年度以降60名から90名に変更

１５名（１５名×１回）
※R5年度以降30名から15名に変更

実施形態
座学（１１時間）
実習（２２時間）

座学（４時間４５分）
実習（８時間４５分）

※参考 実務編

ＤＦに関する高度な知識を理解
させるとともに、電磁的記録証
拠の保全及び調査・解析を適切
に行うための実践的技能を習得
させ、ＤＦを活用した捜査能力
を向上させる。

電磁的記録証拠の収集、保全及
び解析の捜査に現に従事してい
る検察事務官等で、ＤＦ研修
（中級編）の修了者

６週間

１０名（２名×５回）

実習のみ
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ー 職員研修の実施過程

中級研修は５日間の日程を年３回、上級研修は５日間の日程を年１回実施している。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

中級研修

・５日間
・東京及び大阪
にて年３回開催

上級研修

・５日間
・東京又は大阪
で年１回開催

実務研修
※参考 全５回（①5月上旬～6月中旬、②6月中旬～7月下旬、③9月中旬～10月下旬、

④11月上旬～12月中旬、⑤1月中旬～2月下旬）

研修実施計画・講義日
程等の検討・準備

研修実施計画・講義日程等の
検討・準備

研修運営準備
研修員
の
選定

研修員
の選定

研修運営準備

次年度研修の検討

次年度
研修の
検討

研修実施

東京及び大阪
で計３回

研修
実施

講義資料等準備

講義資料等準備

研修員にアンケート

研修員にアンケート
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ー 職員研修の取組状況

令和４年度の研修体制見直しを踏まえ、令和５年度から実施回数・参加定員が変更された。

各年度、定員近くの参加人数を達成できている。

指標

中級研修の参加人数 上級研修の参加人数

（コロナ禍を除き）
令和４年度まで：３０人／回×２回

▼
令和５年度以降：３０人／回×３回

（コロナ禍を除き）
令和４年度まで：３０人／回

▼
令和５年度以降：１５人／回

社会情勢に応じて複雑化・多様化する犯罪形態に的確に対応するための
知識や技能を習得する

狙い

59 60

29 29

59

90 90

0

20

40

60

80

100

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(人)

29

16
12

30 30

15 15

0

10

20

30

40

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(人)

（年度） （年度）



ー 職員研修のアウトカム：理解度（令和５～６年度）

中級研修で実施した理解度テストについて、両年度の参加者の得点率は高く、ＤＦ業務に従事で

きる程度の理解を得たと感じている参加者が多い。上級研修については、令和５年度に比べ令和６

年度の方が、より高度なＤＦ業務を遂行できる程度にまで理解を深められた参加者が増えている。

14

中級研修 上級研修

理解度

参加者の理解度は、ＤＦ業務に
従事できる程度の理解と概要の
みの理解に二分されている。

理解度テストの得点率

令和５年度及び令和６年度は平均
点・中央値ともに高く、100%に近
い理解を示した参加者もいた1,2。

理解度

令和５年度に比べ令和６年度の方
が、より高度なＤＦ業務を遂行で
きる程度にまで理解を深められた
る参加者が増えている。

注1)R5とR6では、試験問題・設問数が異なる。
注2)この箱ひげ図では、×が平均値を示している

19

15

12

15

12

16

11

15

18

15

17

14

1

0% 50% 100%

R5 東京

R5 大阪①

R5 大阪②

R6 大阪

R6 東京①

R6 東京②

実務に従事できる程度の理解を得た

概要については理解した

理解できなかった

（年度）

6

1

9

14

0% 50% 100%

R6

R5

これまでより高度なDF業務を遂行できるくらいに

理解を深められた

DF業務の内容について、さらに理解を深め

られた
DF業務の内容について、あまり理解を深め

られなかった

（年度）

（年度）



ー 職員研修のアウトカム：受講者の声（研修のアンケートより抜粋）

いずれの研修においても、実践をもっと行いたいという声が寄せられている。

また、研修の参加人数を増やすことの有用性を示唆する声も散見された。
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中級研修 上級研修

・実機操作で講義の知識を定着させることがで
きたと強く感じたため、もっと実機を操作し
たいと感じた。

・せっかくＤＦセンターの方から話を聞くこと
ができる貴重な機会なので、現場での体験談
などを聞くことができる座談会等の時間を設
けてほしい。

現状の研
修に係る
意見

研修の更
なる充実
に資する
意見

・スマホの講義を１日、パソコンの講義を１日
と分けられていたので、それぞれの講義に集
中しやすかった。

・コンピューター基礎は、何のために覚えるの
かの説明があり分かりやすかった。

・講義時間も難易度も適当だった。
・ほぼ実務経験がなくても理解しやすい講義内
容だった。

・具体例を聞かせてもらい、ＤＦの意義をより
理解することができた。

・研修を所属庁で自分だけしか受けることがで
きないのは非常に残念に思えるくらい得るも
のが大きい研修だと感じた。

・警察における取組、そして検察庁におけ
る取組を知ることは、各地検においてで
きること、やらなければならないことを考え
る上で、非常に有意義なもの。

・実務でも解析の経験はあったが、講義ほど深
いところまで解析を行ったことはなかったた
め、勉強になった。

・実務に直結する内容で、検察事務官として必
要な研修であると感じた。

・DF業務に数年従事しているが、新しい発見が
あったり、改めて基礎固めをすることがで
き、とても有意義な研修だった。

・小規模庁では、押収の機会よりも、保全・解
析の要請の方が圧倒的に多く、保全・解析
により多くの時間を割いていただきたい。

・機材の数などの問題もあると思うが、とても
重要な研修であるので、参加人数が絞られて
いるのは残念。
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研修修了者及び研修実施機関
への調査

４



ー 職員研修の成果の深掘りのための追加調査

今後の研修の改善に資する情報を得ることを目的として、以下のような追加調査を実施した。
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アンケート調査

調査目的

研修後に現場にいかされているか、
フォローが届いてるか等を確認する
ため

調査対象
令和３年度から令和５年度にかけて
の中級研修及び上級研修修了者

実施日 令和７年２月下旬から３月にかけて

回答結果

回答数および回答率は以下のとおり
中級研修 １１９名（６６．８%）
上級研修 ５３名（６９．７%）

ヒアリング調査

研修を行う側の視点から、研修の
実態を明らかにするため

最高検ＪＰＥＣ職員

令和７年４月から５月にかけて
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ー アンケート調査から得られた示唆

 研修参加者の約半数が所属庁に共有・周知を行っているが、その方法は多様である。

 現在ＤＦセンターが作成している資料を支持する意見もあるが、研修内容の要点を整理した資料を要望す

る声も聞かれた。

 機材が不足しており、自庁で実機を用いた知識の共有が難しいという声も聞かれた。

所属庁職員への研修内容の共有・周知について

 多くの職員が学んだ知識を維持できているが、異動や配置転換などでＤＦ業務から離れることによって、

知識や技術を失ったり、機材や情報の更新に追いつきにくくなることを懸念している回答が見られた。

 フォローアップの必要性の回答は二極化している。現行の最高検ＪＰＥＣからの情報発信を高く評価して

いる回答もあった。

知識の維持やフォローアップの必要性について

 研修内容が業務へ「役立った」という回答が多く、自身の能力向上にも繋がっているとする回答の割合が

大きかった。特に中級で「役立った」という回答が多い傾向が見られた。

 一方で、ＤＦに関連しない業務に従事している場合には、役立ちや能力向上には繋がりにくいという回答

も見られた。

各研修の効果（業務への役立ち、自身の捜査能力の向上、検察組織の捜査・公判活動の向上）

中級・上級研修受講者へアンケートを行った結果、下記のような示唆が得られた。



ー 追跡調査の結果① 研修参加者の属性等

中級研修・上級研修ともに２０代・３０代が多く、４０代も見られる。

実務経験について、中級研修では「経験なし」の者が多く、令和５年度のカリキュラム見直し

後は８割近くを占めている。上級研修では、令和３～４年度では３年未満が約半数、経験無しが

４割であったが、令和５年度の見直し後は３年以上の者が受講している。

19

中級研修
(人)

研修前の実務経験はどの程度か

上級研修

6

1

2

3

9

2

1

6

17

4

13

62

10

19

33

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.5年以上 2.3年以上5年未満 3.3年未満 4.経験なし

4

1

1

2

4

1

1

2

19

10

9

16

8

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.5年以上 2.3年以上5年未満 3.3年未満 4.経験なし

内訳：人 内訳：人

研修参加時の年齢について
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16
12

30 30

15

0

20

40

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(人)

上級研修

13

4

5

4

23

6

13

4

16

9

1

6

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.20代 2.30代 3.40代 4.50代以上

中級研修

48

5

21

22

50

8

10

32

21

4

4

13

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.20代 2.30代 3.40代 4.50代以上

内訳：人 内訳：人



ー 追跡調査の結果② 研修内容が業務に役立っているか

中級研修・上級研修ともに、役に立ったという回答が６割以上を占めている。比率としては、

中級研修では役に立ったという回答者が多く、上級研修ではどちらともいえないという回答も一

定数ある。具体的な成功例は一部抜粋であるが、研修を通じた知識が具体的にいかされた事例も

見られた。
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研修で得られた知識等は、業務に役に立ったか。

• 研修当時最新の知識と情報を学ぶことができ、最新の保全方法や解析手
法を行うことができることと、自庁では対応出来ないDF案件につき早め
にDFセンターに持ち込むか否かの判断をすることができた。

• 警察・検察のそれぞれの捜査担当者からの質疑等に、ある程度の回答が
できるようになった。

• 本研修で学んだ手法により、保全・解析をすることができた。
• 研修に参加した翌年度にDF担当となった際に、円滑に作業することがで
きた。また、イレギュラーな事態が発生しても研修で得られた知識を活
かして対応することができた。

• データ抽出作業において役立ったくらいで、成功例と呼べるようなこと
はなかった。

中級研修 (人)

中級研修：具体的な成功例（一部を要約・抜粋） 上級研修：具体的な成功例（一部を要約・抜粋）

上級研修

79

12

23

44

20

3

8

9

14

1

3

10

4

1

1

2

2

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.役に立った 2.ある程度役に立った

3.どちらとも言えない 4.あまり役に立たなかった

5.役に立たなかった

30

9

13

8

8

5

2

1

14

6

4

4

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.役に立った 2.ある程度役に立った

3.どちらとも言えない 4.あまり役に立たなかった

5.役に立たなかった

• 事件捜査に当たり、被疑者のスマートフォンを解析して、被疑者の供述
の裏付けとなる客観証拠を得ることができた。

• 自分の担当外の事件で、携帯電話からのデータの抽出方法について相談
を受け、自分も補助する形でデータの抽出に立ち会い、実際に抽出に成
功した。

• ＤＦ担当者の方から抽出方法や抽出できるデータについて、質問された
ことがあり、研修資料を見せた上で助言したことがあった。

• 実際にＤＦ業務をする際、入手した資料等を参照しながら行うことがで
き、不安感がなくなり、スムーズに業務を遂行できた。

• 事務局配属が多く、直接捜査を行うことはないが、研修で得た知識は確
実に役に立っていると思う。

内訳：人 内訳：人

• 研修当時最新の知識と情報を学ぶことができ、最新の保全方法や解析手
法を行うことができることと、自庁では対応出来ないＤＦ案件につき早
めにＤＦセンターに持ち込むか否かの判断をすることができた。

• 警察・検察のそれぞれの捜査担当者からの質疑等に、ある程度の回答が
できるようになった。

• 本研修で学んだ手法により、保全・解析をすることができた。
• 研修に参加した翌年度にＤＦ担当となった際に、円滑に作業することが
できた。また、イレギュラーな事態が発生しても研修で得られた知識を
活かして対応することができた。

• データ抽出作業において役立ったくらいで、成功例と呼べるようなこと
はなかった。



ー 追跡調査の結果③ 研修が自身の能力向上/検察組織の能力向上につながっているか

中級研修・上級研修ともに、自身の能力向上に繋がった・組織としての検察権行使の向上に繋

がっているという回答の割合がそれぞれ９割以上を占めている。
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中級研修

(人)

研修を受けたことによって、自身の捜査能力等の向上に繋がったか

上級研修

84

11

24

49

27

5

10

12

6

1

5

2

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.繋がった 2.ある程度繋がった 3.どちらとも言えない

4.あまり繋がらなかった 5.繋がらなかった

30

10

11

9

18

10

7

1

4

1

3

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.繋がった 2.ある程度繋がった 3.どちらとも言えない

4.あまり繋がらなかった 5.繋がらなかった

内訳：人 内訳：人

中級研修

(人)

研修は、検察組織として、検察権行使（捜査・公判活動）の向上に繋がっていると思うか。

上級研修
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27

54

22

3

7

12

2

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.繋がっている 2.ある程度繋がっている 3.どちらとも言えない

4.あまり繋がっていない 5.繋がっていない

39

13

13

13

13

7

5

1

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.繋がっている 2.ある程度繋がっている 3.どちらとも言えない

4.あまり繋がっていない 5.繋がっていない

内訳：人 内訳：人



ー 追跡調査の結果④ 研修で得た知識等は、現時点で、どの程度維持できているか

中級研修・上級研修ともに、半数以上が維持できているという回答結果となっている。ただ

し、自由回答を見ると、異動や実務での機会がなかったことから、あまり維持できていないとい

う者も見られる。
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中級研修

29

16
12

30 30

15

0

10

20

30

40

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(人)

中級：維持できていない理由（一部を要約・抜粋） 上級：維持できていない理由（一部を要約・抜粋）

研修で得た知識等は、現時点で、どの程度維持できているか

上級研修

18

5

1

12

58

5

18

35

25

2

12

11

16

5

2

9

2

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.維持できている 2.ある程度維持できている

3.どちらとも言えない 4.あまり維持できていない

5.維持できていない

7

1

3

3

22

9

7

6

13

4

4

5

11

6

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.維持できている 2.ある程度維持できている

3.どちらとも言えない 4.あまり維持できていない

5.維持できていない

• 業務として活用する機会がない。
• 担当業務から離れるとＤＦに触れる機会が少なくなり、習得した知識等
を忘れてしまう。

• 当時の所属庁にＤＦ機器がほぼなく、実務を通して記憶を定着させる機
会がなかった。

• 上級編で学んだ知識等は相当高度で、ＤＦ業務を専従とする部門では大
いに役立つと考えられるが、ＤＦ業務を兼ねている部門では、高度な同
知識等を活用できる機会は少なく維持は難しいと感じる。

• 情報通信技術は日々進歩するため、当時の知識が現在の実務に活かせる
かについては少し不安を感じている。

• 研修後の異動先が捜査部門ではなく、直接ＤＦに触れる機会がなかった
ことで、知識の維持をすることもできなかった。

• ＤＦ業務外の他部署への異動があると、その部署での業務が多忙である
ため自身のＤＦスキルアップやスキル維持が時間的に難しく、最新の解
析手法等に触れる機会も一気に減るため、自身の持つ知識や情報を更新
していくことは極めて難しい。

• 実務で利用することが１度もなかったので、研修内容を反すうすること
がなく、研修内容をほとんど覚えていない。

• 端末・ソフトの更新があり、研修で得た知識等が問題に対応しきれてい
ないと感じることが多い。

内訳：人 内訳：人



ー 追跡調査の結果⑤ 研修後に、フォローアップ等が必要だと感じたことはあるか

フォローアップの必要性を感じた者とそうでない者で回答が分かれた。現在のＤＦ担当者から

は、最高検ＪＰＥＣによる現行の情報発信を有益と評価する回答も多くみられた。しかし、異

動・配置転換等によりＤＦ業務を離れることによる知識の陳腐化、情報収集の難しさが指摘され

ている。
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中級研修

(人)

中級研修：必要だと感じた理由（一部を要約・抜粋） 上級研修：必要だと感じた理由（一部を要約・抜粋）

研修後に、フォローアップ等が必要だと感じたことはあるか

上級研修
8

3

1

4

19

3

4

12

35

6

8

21

29

2

11

16

27

2

11

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.感じたことはない 2.あまり感じたことはない

3.どちらとも言えない 4.ある程度感じた

5.必要だと感じた

2

1

1

9

3

3

3

14
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4

4

12

3

7

2

16

8

4

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.感じたことはない 2.あまり感じたことはない

3.どちらとも言えない 4.ある程度感じた

5.必要だと感じた

• フォローアップの情報が業務で大変役立っており、重要性を感じる。
• 研修を受けた後にＤＦ担当者として実務に携わることができない人もお
り、フォローアップ等を実施し、知識及び経験が定着できるようすべき

• 常時ＤＦ業務に従事しない部署に配置となったら情報収集が難しく、常
に新しい情報に接することが出来るような環境作りが大切だと思う。

• 自分の知識や経験が正しいのか、陳腐化していないか等についての不安
が常にある。

• 自らＤＦセンターに問い合わせるなどして最新情報を入手する努力も必
要。

• ＤＦ研修後、一定期間は知識の定着があったが、特に保全作業は実務経
験を積まないとなかなか自信がつかないと感じた。フォローアップで実
践的な保全作業を再度行うことができたら好ましいと感じた。

• スマートフォンのＯＳアップデート等により、研修時と仕様が異なるこ
とがある。

• ＤＦ担当者以外でも機器の保管の際に留意すべき事項などは共有すべき
であると思う。

• 研修後のＤＦ担当者へのフォローが極めて少ない。中級の知識では周り
からの質問に答えられないことが多い。

• さらなる知識が必要と認識し、上級編に推薦してもらったが定員の都合
で参加できなかった。上級編の定員枠をぜひ増やしてほしい。

内訳：人 内訳：人



ー 追跡調査の結果⑥ 所属庁職員への研修内容の共有・周知について

中級研修・上級研修ともに、半数が共有・周知している。また、共有・周知の方法や対象者に

ついては、多様であることがわかった。なお、研修内容を所属庁に共有する際の機材不足につい

て懸念が示されたほか、共有すべき情報や資料について要望が見られた。
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中級研修

所属庁職員に対して研修内容を共有・周知したか

上級研修

中級研修：共有時の支障や要望（一部を要約・抜粋）

上級研修：共有時の支障や要望（一部を要約・抜粋）
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13

37

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.共有・周知を行った。 2.共有・周知を行っていない。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

R3年度

R4年度

R5年度

1.共有・周知を行った。 2.共有・周知を行っていない。

• 資料については、改定の都度、新しいものが入手できるようにしてほし
い

• 現場での解析ツールがＰＡ７であったところ、研修ではＰＡ８が使用さ
れたため、多少システムに違いがあり、共有する際に若干苦労した。

• 実機を使用したかったが、機材が不足していた。
• 研修の資料が大変分かりやすく作成されており、検事正や検察官から非常
に好評であった。

• 研修の要点をまとめた資料等があれば資料作成の手間が省けた。
• 実技テストを行う際の問題作りに苦労した。
• 所属庁において研修を行えるほどの知識を身に付けることまではできず、
自庁における研修の資料準備を十分に行えなかったので、振り返り用のレ
ジュメが欲しい。

中級研修：共有の方法（一部を要約・抜粋） 上級研修：共有の方法（一部を要約・抜粋）

• 所属庁において希望者や若手立会事務官に対する研修を実施した。
• 希望者に研修資料をメッセージで共有した。
• 保全作業を行う作業部屋へ研修資料を備え付けた。
• 所属庁において副検事、立会、検取事務官に対する研修を行った。
• ミーティング時の報告や、別途資料を作成して共有するなどした。

• 研修内容をメッセージで共有したり、会議や研修の場で説明した。
• 所属庁でＤＦ業務に携わる職員を対象に実務上特に注意する点を口頭説
明した。また、研修資料を執務室に備え付けて共有したり、部署として
蓄積した情報の更新をするなどした。

• 実際のＤＦ作業の際に、若手立会事務官らと一緒に作業を行うなどし
た。

• 未経験の立会事務官に対し、希望者に機材を操作させながら研修を実施
した。

内訳：人 内訳：人



ー 職員へのヒアリングの結果

最高検ＪＰＥＣ職員へのヒアリングの結果、以下について明らかになった。
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 研修を修了した研修員が、所属庁において、例えば未修了者や研修修了後人事異動等によりＤＦ業務から

離れている職員等に対して、研修内容を周知すること。

 研修を終了した職員が、所属庁において、ＤＦに関する相談・助言・指導に当たる体制を構築すること。

ＤＦ能力を有する職員の裾野を拡大するために考えられる方策

 若年世代から段階的にＤＦ研修を受講することで、より高い専門性を持つ職員を育成すること。

 研修員のＤＦ能力レベルに応じた内容の研修を提供することで、より高い研修効果を実現すること。

 研修講師となり得る、また、より専門性の高い研修プログラムを開発できる、高度なＤＦ能力を有する職

員を育成すること。

研修内容をより充実化させるために考えられる方策

 ＩＣＴの進展に伴い、犯罪捜査におけるスマートフォンなどの情報端末の証拠としての有用性が増してお

り、ＤＦ能力を有する職員の増加及び職員のＤＦ能力の向上が求められている。

 知識だけでなく、犯罪捜査において活用できる程度の技術を身に付ける必要があることから、実機を用い

た本研修への参加が重要である。

研修の必要性について
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課題への対応と今後の方向性

5
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ー ＤＦ研修に関する今後の方向性

課題①：ＤＦ研修内容の充実化

各調査等を踏まえ、下記のとおりＤＦ研修に関するニーズ、課題及びその対応策を整理した。

対応①: ＤＦ研修内容の更なる充実化

ニーズ

• 研修効果をより一層高めるため、研修員のレベルに応じ

た研修を実施することが必要

• ＩＣＴの進展などの社会情勢に応じ、ＤＦ技術も常に強

化・アップデートしていくことが必要

• 若年世代からの段階的な研修の実施

• 研修内容を不断に見直し、最先端の技術等を取り入れつつ、高度な

ＤＦ技術を習得可能な研修プログラムを構築

• ＤＦ研修の講師となり得る人材や、研修プログラムを開発できる人

材を育成

多くの犯罪においてＩＣＴが利用、犯罪のボーダレス化等に伴い、複雑化・多様化する犯罪形態に的確な対応が求

められるようになっており、今後もこの動きは加速

→ 検察庁職員全体でＤＦ知識を持つ人材を増やすとともに、職員のＤＦ能力の底上げを図る必要あり

課題③：ＤＦ研修成果の維持・向上

• 人事異動等によりＤＦ業務から離れた研修修了者に対す

るフォローアップが必要

• 最新のＤＦ技術に関する情報を継続的に提供することが

必要

• 上級研修を通じ、高度なＤＦ技術を習得したエキスパートを育成

→ 所属庁における研修を実施したりＤＦに関する相談・助言・指導

を行う人材を確保

• 研修修了者のＤＦ能力の維持・向上を図るため、最新のＤＦ技術に

関する情報提供を継続的に実施

• 研修修了者が所属庁において研修を実施する場合等における支援の

実施

対応③:ＤＦ業務の継続的支援

対応②:エキスパートの育成・活用

• 人的・物的資源の制約の中で、検察庁におけるＤＦ人材

の裾野を拡大していくことが必要

課題②：ＤＦ研修以外の方策の追求



 上級研修を通じ、高度なＤＦ技
術を習得した「エキスパート」
を育成

 エキスパートがＤＦに関する相
談・助言・指導を行う体制を構
築
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 最新のＤＦに関する情報提供を
継続的に実施

 人事異動等によりＤＦ業務から
離れている職員等を対象とした
所属庁内における研修を実施

 エキスパート等による自庁研修
を通じ、各庁でエキスパート候
補者を養成

 ＤＦ研修受講予定職員のＤＦ知
識の底上げ

 若年世代からの段階的・計画的
な研修プログラムの構築・実施

 職員を民間企業等に派遣するな
どして最先端で高度な技術・技
能を研修プログラムに反映

ー 検察庁の捜査・公判能力の更なる向上のための循環モデルの構築

最先端の技術を研修プログラムに取り入れつつ、若年世代から段階的・計画的にＤＦ研修を受講することが可

能な研修プログラムを構築する。

この研修プログラムを通じて高度なＤＦ技術を習得した職員をエキスパートと認定し、各庁において、エキス

パートがメンターとして相談・助言・指導に当たるとともに、継続的な情報提供や所属庁における研修の実施等

を通じて、検察庁職員全体のＤＦ能力のボトムアップを図り、エキスパート候補者が生まれる土壌を作る。

このようなＤＦ研修を通じたＤＦ人材の裾野を拡大するための循環モデルを構築することにより、検察組織全

体で先端犯罪等に対処するための捜査・公判能力を向上させる。

エキスパート

の育成・活用

DF業務の継続

的支援

DF人材の裾野

の拡大

研修内容の更

なる充実化

検察庁の捜査・公判能力向上


